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論 文 内 容 要 旨
1課 題
本論文の 『課題」は、第二次世界大戦後における西 ドイヅ資本主義の構造と農業構造政
策 との関連を通 じて、西 ドイツの農業構造政策の性格 を明らかにすることである。このよ
うな広い視点からの西 ドイヅ農業政策の体系的分析は、 日本における今までの西 ドイヅ農
業の研究では、ほとんど行われていない。
H対 象
西 ドイツ農業 を分析の対象にする理由は以下の通 りである。西 ドイツは日本 と同様 に、
第二次世界大戦の結果、甚だ しい戦禍を受け、国土は灰燧に帰 した。しかし、マーシャル
・プラン、通貨改革、朝鮮戦争 をテコに復興の道 を歩む。かくして同国は 「高度成長」の
契機 を捉え、現在、世界でも有数の生産力 を有する国家になった。
この経済大国としての西 ドイヅにおける農業政策は、同国からやや遅れてほぼ同様の経
済復興過程を経て経済大国になった日本にとって、農業構造 を改善する(経 済復興 に対応
した農業構造造 り)と いう共通の課題 を背負 うという意味において、我々にとって重要な
研究課題を潜ませている。すなわち、西 ドイヅと同様 に、零細な農業経営が農業生産の大




それが本論文の主要 「課題」ではないので、西 ドイヅ資本主義の70年 代以降の各時期毎の
再生産構造の基本的な特徴 を把握す ることに限定する。その理由は以下の通 りである。
第二次世界大戦後から現代までの西 ドイヅの現代資本主義の展開過程 を考察する場合、
60年代末までと、70年 代以降とに時期区分することが適切である。すなわち、西 ドイツ資
本主義の展開 を見る場合、この時期区分はおおむね 「高度経済成長期」 と 「低成長期」 と
に対応 してお り、従って、同国の経済政策も、60年 代末までと70年代以降とでは、かな り
の質的差異 を示すからである。
皿方法
本論文の分析視角(二 分析の方法)を 次のように設定する。すなわち、先の 「課題」 を、
「資本蓄積論」、具体的には、① 「相対的過剰人口論」、② 「低農産物価格論」、の観点
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から分析するが、同時に①は、 「小農保護論」 と相互規定的な関係にあるという観点 を含
めることが必要である6
西 ドイヅにおける 「相対的過剰人口」において注 目すべきことは、外国人労働者の位置
と農民の位置との相互関係である。すなわち;景 気が悪 くなった場合には、まず外国人労
働者が解雇され、失業者 が増える。そのような場合には、 「農業構造改善」を抑制 し、 「
小農保護」政策 によって、農民の離農の抑制を図る。逆に好景気になって外国人労働者の
みでは労働力が不足するような場合には、 「農業構造改善」政策の促進によって、農村か
ら農民を引き出す政策 をとる。そして、低農産物価格の実現 が、 「農業構造改善政策」に











66～67年 の戦後最初の本格的過剰生産恐慌 を契機として、60年代末に西 ドイツ資本主義
の拡大再生産 を目指す一連の施策が打ち出された。'その一環として農業政策も、一連の施




済政策は、持続的な経済成長 を狙ったものであった。その際 この選別的助成政策は、 「農
業構造改善」を大胆に推 し進めて、一方では持続的な経済成長に必要 となる追加労働力 を
調達 しようと図った。他方で、・ 「構造改善」によって生産性の高い、低農産物価格 を実現
セきる農家ないし生産組織 を育成することを、・意図していた。
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どころが、73年 の石油危機を契機 として、西 ドイヅ資本主義は深刻な経済危機に落ち込
むことになった。それに伴 って、70年代後半には大量の失業者が発生する。これは上で述





他方、.70年代全体 を通 じて、農産物の生産者価格の伸び率は、農外の比較労賃、農 業生
産手段価格の伸び率を下回る。
3)バ イエル ン州における 「マシーネンリング活動」




化、の3点 について分析 した。その結果は、3者 何れも順調 には進展 していないことが判
明した。この農村復興 を目指す運動が成功裡に発展はしていないことから、西・ドイツ連邦
政府とは別の行き方だとす る 「マシーネンリング」の運動も、選別的助成政策 と同様 に、
問題 を抱えるものであることが判明した。
この70～8眸 代初頭にかけての時期には、 「小農保護」的施策は余 り前面に出て こない。
むしろ農民層分解を促進させ、それによって 「ふるい落 とされる」農民に対 して、各種施
策を講 じようとする、
4)'「 条件不利地域対策」に見る80年代半ば以降の西 ドイツ農業構造政策






これに対 し、'農業部門においては、農民に対 して、その経営を維持するためのピ定の 「
保護」措置 が打ち出される。その代表的なものが80年代半ばに行われた 「条件不利地域対
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策」の助成内容の大幅改善である。つま り農村 においては労働力流動化を抑制する施策 を
とる。このように、農村 ・農民は、独占資本 によって、労働市場 における重要な 「受給調
整機能」を担わされている。







価格 をそのまま適用すれば、今でも良くない収益状態がさらに悪化す るのははっき りして
いる。従ってそれ らの農家 に対 しては、そのハンディキャップをある程度緩和するため、
「条件不利地域対策」により、農家所得 を直接補助する措置が取 られている。
以上のように、とりわけ80年代半ば以降、農民 「保護」的施策が強化されている。それ
にもかかわらず、農家戸数 農業就業者数は毎年着実に減少 し続 けている。このことは、










ながら 「相対的過剰人口」 を形成することにより、また、②労働力再生産素材 を低価格で
供給することを通 じて、低賃金 を実現させることによって、独占資本の 「資本蓄積」に寄
与せ しめられること、さらには、③ 「小農保護」政策により、農村が体制安定 に寄与せ し
められることである。
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審 査 結 果 の 要 旨




の性格 ・構造との関連を明らかにした最初の業績である。 これまで西 ドイツの同政策の個々の内
容についての研究は日本でもおこなわれてきたが,本 論文のように体系化したものはなかった。
本論文は次の2つ の分析方法によって整理されている。1つ は,相 対的過剰人口の形成 と農業
構造政策との関連である。他の1つ は,低 農産物価格の形成と農業構造政策との関連である。




これらを通 じて明らかにした内容は次の点である。第1に は外国人労働者 と農村人 口とが相対
的過剰人口の諸形態の中でどのような相互関連をもつかとい うことである。すなわち,経 済の高
度成長が著しくすすむ過程では,農 業から労働力を大量に引き出すための ドラスティックな農業
構造政策がすすめられ,相 対的過剰人 口における農村人口の比重が大 きくな り,逆 に,経 済成長
が鈍化 ・停滞す る過程では,農 業構造政策を緩和させその下での相対的過剰人 口の中の外国人労
働者の比重は大 きくなる,と いう関係である。第2に は,専 業経営者の農業所得水準が商工業分
野の勤労者賃金の70～80%程 度 という低い水準がほぼ一貫して持続 していることから,低 農産物
価格水準が維持 され続けていたことがわか り,そ してそれを基礎に低賃金構造が再生産されてき
たこと,第3に は,以 上の構造と共に基本的には 「小農」を保護することを通 じて西 ドイツ社会
の安定を確保 してきたこと,で ある。
これらの諸点はいずれも西 ドイツの経済 ・社会を維持 ・安定 ・発展させる内容であ り,そ の意
味で西 ドイツ経済発展に農業構造政策が果たしてきた役割が明瞭になるのである。
以上のことがらか ら,日 本における従来の西 ドイツ農業政策研究にみられた個々の政策分析に
とどまっていたものを,西 ドイツ経済の構造との関わ りで体系化 したことにより,こ の研究分野
に新たな意義を附加 したものと言える。それ故,本 論文の著者に農学博士の学位を授与すること
に値す るものと判定 した。
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